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ＮＴＴ労働組合 ドコモ本部情報労連

2021 ITエンジニアの労働実態調査

1

◆調査内容

継続（賃金、一時金、労働時間、経営課題）

特別（毎年テーマを選定

「新型コロナウイルス感染症と経営」）

◆調査期間

毎年５月～８月頃

◆2021年調査協力企業数

２３０社

情報サービス産業の魅力を高め、労働者の社会
的地位と働きがいの向上をめざす。

１９９３年から調査開始（今回28回目）

2020年の取り組みは、新型コ
ロナウイルスの影響を受け中止



ＮＴＴ労働組合 ドコモ本部情報労連

集計企業の構成
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19.2%

53.3%

10.9%

1.7%

9.6%

1.3% 3.9%

業種・業態

ＳＩサービス

ソフトウェア開発

情報処理サービス

その他情報サービ

ス

情報通信

通信建設

その他

情報サービス業（85.2％）

5.7%

24.9%

33.6%

22.3%

13.5%

企業規模

２０人以下

２１～９９人

１００～２９９人

３００～９９９人

１０００人以上

3.1%

1.7%10.0%

50.2%
4.8%

6.1%

8.3%

5.2%

4.8% 5.7%

地域 北海道

東北

関東(東京除く)

東京

北陸・甲信越

東海

近畿

中国

四国

九州



ＮＴＴ労働組合 ドコモ本部情報労連

新卒採用者の採用賃金（大卒）の推移
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採用賃金は全企業規模で上昇傾向

継続調査

211,551 

205,021 

210,644 

215,882 

220,786 

185,000

190,000

195,000

200,000

205,000

210,000

215,000

220,000

225,000

2013年

採用

2014年

採用

2015年

採用

2016年

採用

2017年

採用

2018年

採用

2019年

採用

2020年

採用

2021年

採用

規模計 １００人未満 １００～２９９人 ３００～９９９人 １０００人以上
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全産業水準との大卒所定内賃金比較
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３5歳以上の年齢ポイントで

本調査のモデル賃金と総合職水準の差が拡がる

継続調査

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

22歳 25歳 30歳 35歳 40歳 45歳 50歳 55歳 60歳

本調査・100人以上 産労・総合職 産労・一般職

※産労総合研究所が実施して
いる2021年モデル賃金調査と
の比較（産業計・全国100人
以上の企業を対象）
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大卒年齢ポイント別所定内賃金（企業規模別）
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全年齢ポイントで１０００人以上規模が

上位にあり、他の規模企業は同程度の水準

継続調査

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

22歳 25歳 30歳 35歳 40歳 45歳 50歳 55歳 60歳

規模計 １００人未満 １００～２９９人 ３００～９９９人 １０００人以上
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一時金の支払い月数等（支払いがあった企業）
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2018年調査（2017年冬季＋2018年夏季）
以降、上昇した水準を維持

継続調査
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（左軸）
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（左軸）

（右軸）
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年間総労働時間等（所定内・時間外）
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前回調査の２０１９年（２０１８年実績）と比べると

総労働時間、時間外労働ともに減少

0
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継続調査
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年間総労働時間（企業規模別）

8

前回調査と比べると、１００人以上の企業では横ばい

１００人未満の企業では減少幅が大きい

1957

1962

1955

1975

2014

1961

1953

1974

2023

2007

1967

1983

2029

2034

1991

1994

1900 1920 1940 1960 1980 2000 2020 2040

100人未満

100～299人

300～999人

1000人以上

2017年調査

2018年調査

2019年調査

2021年調査

（時間）

継続調査
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36協定「特別条項」の協定内容（1ヵ月）
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1ヵ月「100時間超」は前回調査からも減少

法定限度時間に合わせた100時間以下・80時間以下が増加

0.5

0.9

1

0.4
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0.6

8.6

9.7

12.1

10.4

9.5

7.3

4.0

2.9

1.9

1.9

4.2

5.4

5.3

6.2

36.4

38.4

41.1

45.4

52.5

52.2

57.1

9.1

8.3

9.2

5.8

6.8

9.0

6.8

21.1

20.4

20.8

22.1

19

24.1

24.9

21.5

20.4

15

11.7

6.3

1.6

0.6

0 20 40 60 80 100

2014

2015

2016

2017

2018

2019

2021

50時間以下 50時間超60時間以下 60時間超70時間以下 70時間超80時間以下

80時間超90時間以下 90時間超100時間以下 100時間超

継続調査
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36協定「特別条項」の協定内容（年間）

10

年間「720時間超」の企業は前回調査からさらに減少

一方、６００時間以下で締結する企業も減少

0.5

0.4

0.6

24.1

23.3

22.9

23.8

22.7

19.1

12.9

34.7

36.7

37.6

39.6

48.3

68.2

83.7

34.7

32.9

33.2

30.2

24.6

11.9

2.2

6.5

6.7

6.3

6.0

4.3

0.8

0.6

0 20 40 60 80 100

2014

2015

2016

2017

2018

2019

2021

360時間以下 360時間超600時間以下

600時間超720時間以下 720時間超960時間以下

960時間超

継続調査
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経営課題についての認識
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「技術者の育成」、「メンタルヘルス対策」、「人材不足」、

「時間外労働の縮減」、「新情報技術への対応」 が上位

52.8 

42.8 

47.6 

38.4 

63.3 

57.2 

69.9 

63.8 

77.7 

79.0 

78.2 

84.3 

6.1 

17.0 

23.1 

32.3 

15.3 

21.4 

12.7 

20.1 

6.6 

8.3 

9.6 

9.6 

29.3 

26.2 

23.6 

22.3 

14.8 

14.8 

13.5 

11.4 

11.4 

7.9 

8.7 

3.5 

8.7

11.4

3.1

4.4

3.5

3.9

0.9

2.2

1.7

1.3

1.0

0.4

3.1

2.6

2.6

2.6

3.1

2.6

3.1

2.6

2.6

3.5

2.6

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公正な取引関係の構築

高齢者雇用の促進

景気変動への対応

ベテラン技術者の活性化

災害等に対する危機管理の見直し

技術者の定着

業界変化等にあわせた戦略の見直し

ＡＩ・ＩｏＴ等新情報技術への対応

時間外労働の縮減

人材不足

メンタルヘルス対策

技術者の人材育成

課題と認識し対策に取り組んでいる 課題と認識しているが対策は未着手 課題ではないが注視している

問題意識はもっていない 無回答

継続調査
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経営環境の変化
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「業況」「新規案件」「既存案件」「人材確保」いずれも６割が変わらない

ただし、影響があったケースは、ネガティブ影響が上回る

新型コロナ感染症と経営

業況が向上した

新規受注案件が

増加した

既存案件へのプラス

影響が発生した

人材を確保

しやすくなった

10.5

7.9

7.0

7.0

59.8

54.1

59.8

64.6

26.6

34.5

29.7

24.9

3.1

3.5

3.5

3.5

Aである 変わりない Bである 無回答

業況が悪化した

新規受注案件が

減少した

既存案件へのマイナス

影響が発生した

人材を確保

しにくくなった

A B

（％）
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在宅勤務制度の有無
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制度の有無にかかわらず、実施した企業が大多数

１００人未満の企業では、新たに制度を設けた企業も多数

新型コロナ感染症と経営

10.9

4.3

6.5

17.6

25.8

27.9

7.1

29.9

39.2

51.6

39.3

50.0

46.8

27.5

16.1

4.8

4.3

5.2

7.8

14.8

30

10.4

7.8

3.2

1.9

4.3

1.3

3.2

2021年

100人未満

100～299人

300～999人

1000人以上

以前から制度があり

そのまま運用

以前からあったが

対象者当を拡大

新たに在宅勤務制度

を設けた

時限的な制度

を設けた

制度は設けなかった

が実施した

実施していない 無回答

（％）

企
業
規
模
別
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今後の在宅勤務制度
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今後も拡大・維持と考える企業が、限定・縮小したい企業を上回る

３００人未満の企業では、限定・縮小との考えが多い

新型コロナ感染症と経営

6.6

1.4

2.6

15.7

12.9

48.9

38.6

51.9

54.9

54.8

13.5

25.7

13.0

5.9

9.6

10.0

13.0

3.9

9.7

17.9

21.4

16.9

17.6

12.9

1.3

2.9

1.3

2.2

1.3

2.0

9.7

2021年

100人未満

100～299人

300～999人

1000人以上

在宅勤務の利用を

拡大したい

在宅勤務の利用を

維持したい

臨時的な運用に

限って認めたい

在宅勤務の利用を

縮小したい

わからない

・検討中

今後も実施は

考えていない

無回答

（％）

企
業
規
模
別



ＮＴＴ労働組合 ドコモ本部情報労連

在宅勤務のための毎月の手当
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通信費や光熱費見合い等の手当がある企業は約半数

規模数が大きい企業ほど手当があり、１００人未満規模では３割

新型コロナ感染症と経営

46.0

34.3

42.1

58.8

60.0

15.2

22.4

11.8

9.8

16.7

36.2

43.3

42.1

29.4

16.7

2.7

3.9

2.0

6.7

2021年

100人未満

100～299

人
300～999

人
1000人以

上

在宅勤務のための

手当がある

出勤時の手当を

在宅でも支給

在宅勤務のための

手当はない

無回答

（％）

企
業
規
模
別
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在宅勤務のための手当額

16

月単位の支給額にバラつきがあり、平均「３,７４７円」

１日あたりの支給額は２００円台に偏りがあり、平均「１９６円」

新型コロナ感染症と経営

5.0

12.5

37.5

10.0

27.5

2.5
5.0

月単位の定額の場合

１０００円未満

１０００円台

２０００円台

３０００円台

４０００円台

５０００円台

６０００円以上

無回答

15.5

72.4

3.4 8.6

回数に応じた手当額（１日あたり）

１００円未満

１００円台

２００円台

３００円以上

無回答

（％） （％）
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在宅勤務への評価
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良かった点（複数回答）に肯定的な回答が多い

「通勤手当などのコストの縮減」「従業員の満足度の向上」が上位

55.8 54.9 

38.8 

28.6 

12.9 
6.3 8.0 

4.9 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

新型コロナ感染症と経営

（％）
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在宅勤務の課題
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肯定的な企業が多い中、やはり課題を抱える企業も多い

「自社内でのコミュニケーション」「従業員のメンタルヘルス」が上位

70.5 

62.1 

54.5 

41.5 
37.1 35.7 33.9 32.6 29.9 28.6 

17.9 
12.9 

8.5 
1.8 2.2 4.5 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

新型コロナ感染症と経営

（％）
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コミュニケーションの活性化策（在宅勤務時）

19

いずれの項目も多くの企業が重視している

より重要とした比率では、「チャットツールなどの導入」が高い

新型コロナ感染症と経営

54.5

37.1

35.7

24.1

32.1

41.1

44.2

62.1

8.5

16.5

15.2

8.9

4.9

5.4

4.9

4.9

チャットツール

などの導入

エンジニア相互の

交流の機会

オンラインで研修

や勉強会の実施

マネージャーなど

による面談の設定

より重視する

ようになった

これまでと同様に

重視している

特に重視

していない

無回答

（％）
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67.4

36.0

19.1

28.1

56.2

7.9
3.4

6.7

47.8

24.4

7.8

50.0
58.9

4.4 6.7 3.3

44.1

23.5

14.7

44.1 44.1

5.9

23.5

2.9

0

50

100

従業員の満足度

の向上

業務の効率

の向上

仕事の質

の向上

長時間労働

の縮減

通勤手当など

コストの縮減

その他 特に良かった

ことはない

無回答

以前から制度を運用

新たに在宅勤務制度を設けた

制度を設けなかったが実施した

在宅勤務への評価（制度の有無別）

20

以前から制度を運用している企業は、「従業員満足」や「業務の効
率や質の向上」等を評価する一方 新たに設けた企業、制度はな

いが実施した企業は、「長時間労働の縮減」が目立つ

新型コロナ感染症と経営

（％）
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在宅勤務の課題（制度の有無別）
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制度のなかった企業は既存の制度を運用する企業に比べ

帰属意識の低下を課題とする割合が高い

新型コロナ感染症と経営

･･･
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80.0

以前から制度を運用

新たに在宅勤務制度を設けた

制度は設けなかったが実施した
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コミュニケーションの活性化策（制度の有無別）
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在宅勤務制度の有無別にみると、在宅勤務の実施経験が長く、

運用の試行錯誤を重ねている企業ほど、活性化策の重視度が高い

新型コロナ感染症と経営
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79.4 79.4

64.7 67.6
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マネージャーなどによる
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チャットツール

などの導入

エンジニアリング相互の

交流の機会

オンラインで研修や

勉強会の実施

＜重視している＞の比率

28.1

65.2

47.2
40.4

25.6

48.9

33.3 31.1

14.7

44.1

20.6
35.3

0

50

100

うち「より重視するようになった」の比率

以前から制度を運用 新たに在宅勤務制度を設けた 制度を設けなかったが実施した

（％）

（％）
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23

ご清聴ありがとうございました。


